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介護職員処遇改善交付金への対応について（№2）
１「交付金」の申請額について
介護職員処遇改善交付金に関して、各都道府県では介護職員処遇改善交付金の説明会がほぼ終わり、申請受付に入っています。また、関係労組では交渉が始まっています
焦点である「賃金の改善額」については、今年４月よりの引き上げ額を、10月よりの改善額の計算に含めても「可」とする見解が厚生労働省より出されています。しかし、そもそも、今回10月からの改善交付金は、今年４月に介護報酬を引き上げ２万円の引き上げをすると政府が公言したものの、実施できず、新たに補正予算で介護職員一人当たり15,000円（平均）を目途に予算化したものです。また、これは、あくまでも当面の措置であり、介護職員のさらなる抜本的な処遇改善は大きな社会的課題となり、選挙における各党の主張にもなっています。
　このような中で、厚生労働省が今年10月からの改善額に、今年４月からの引き上げ分を含ませるようなことは、問題です。同時に、すでに厚生労働省が「通知」を出している段階で、各労組は以下のように対応することを基本とします。
　労使の力関係や施設の事情等により、賃金改善計画や交付金の配分は交渉になりますが、労組としては、仮に厚生労働省の計算方法（見解）があったとしても、「交付金」の本来の趣旨にそって経営側に対応していくことが必要です。これに真摯に対応するのは、経営側の社会的責務でもあります。
【対応の基本】
各労組は、「今年４月に、仮に5,000円の賃金の改善があった場合、今回は、経営者に２万円（15,000円＋5,000円）の改善として申請するよう要請し、職員には15,000円を支給するよう要請する」というように対応していくこと。
　

２１0月分からの「交付金」の「申請時期」について
 　「交付金」が10月分から交付されるための「申請時期」は、東京都など多くが9月15日までとしています。しかし、「原則」としており、大阪や埼玉は９月末日まで可であるとの見解です。各県ごとに違うので、各県で確認し、もし早い締め切りであれば「他県では9月末日まで待つとのことですよ」と県の配慮を要請していきましょう。厚生労働省の作業や県の説明会が遅れたのですから、当然で道理のある要請です。「交付金」に関しての、労使協議の時間を少しでも長く確保するためには必要な対応です。
３　関係労組は、「交付金」への対応を急ぐこと
交付金の申請時期が遅れると、遅れた月の交付金は消えていきます。各関係労組は、経営側の申請がどうなっているか確認し、遅れている場合は、至急対応するよう要請を強めましょう。
４「介護職員処遇改善交付金」と、「福祉・介護人材の処遇改善事業」での助成金との併用について【資料参照のこと】
障害者自立支援法に関連した、「福祉・介護人材の処遇改善事業」での助成金との併用については、以下のように厚生労働省の見解が変更されましたので、関係する労組は、先に連絡しました「介護職員処遇改善交付金」への日本医労連の対応の基本（日本医労連発004号、2009.8.04）に沿って対応してください。
●修正前
「介護職員処遇改善交付金事業の介護職員処遇改善計画書の対象とした職員については、この福祉・介護処遇改善助成金の対象となりません。一人の職員についてどちらか一方の助成を選んでいただくことになります。」

 ○修正後
「介護職員処遇改善交付金の対象となる職員についても、福祉・介護人材処遇改善助成金の対象サービス（障害福祉サービス等）に実際に従事すれば、その賃金改善についてはこの助成金の対象となります（助成金の配分方法については事業者の任意となります）。」
 

ご連絡
1 各県における労組の動向を調査政策局までご報告お願いします。
2 各県の状況については、県当局に問い合わせてください。
3 関連する事項で、不明な点などあれば、日本医労連調査政策局（岡野）まで問い合わせください。
